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  運用報告書（全体版） 

日本経済再生戦略株式ファンド 

 

愛称：セブン・シスターズ 

 
 

第20期（決算日：2019年６月20日） 

第21期（決算日：2019年９月20日） 
 

 

 

受益者のみなさまへ 
 

平素は格別のご愛顧を賜り厚く御礼申し上げます。 

さて、お手持ちの「日本経済再生戦略株式ファン

ド」は、去る９月20日に第21期の決算を行いましたの

で、法令に基づいて第20期～第21期の運用状況をま

とめてご報告申し上げます。 

今後とも引き続きお引き立て賜りますようお願い

申し上げます。 

 

商品分類 追加型投信／国内／株式 

信託期間 2024年９月20日まで（2014年５月１日設定） 

運用方針 

日本経済再生戦略株式マザーファンド受益証
券への投資を通じて、わが国の株式を実質的
な主要投資対象とし、主として値上がり益の
獲得をめざします。マザーファンド受益証券
の組入比率は高位を維持することを基本とし
ます。株式以外の資産への実質投資割合（信
託財産に属する株式以外の資産の時価総額と
信託財産に属するマザーファンドの受益証券
の時価総額にマザーファンドの信託財産の総
額に占める株式以外の資産の時価総額の割合
を乗じて得た額との合計額が信託財産の総額
に占める割合）は、原則として信託財産の総
額の50％以下とします。 

主要運用対象 

ベ ビ ー 
ファンド 

日本経済再生戦略株式マザー
ファンド受益証券を主要投資対
象とします。なお、わが国の株式
に直接投資することがあります。 

マ ザ ー 
ファンド 

わが国の金融商品取引所に上場
している株式を主要投資対象と
します。 

主な組入制限 

ベ ビ ー 
ファンド 

株式への実質投資割合に制限を
設けません。 
外貨建資産への投資は行いません。 

マ ザ ー 
ファンド 

株式への投資割合に制限を設け
ません。 
外貨建資産への投資は行いません。 

分配方針 

経費等控除後の配当等収益および売買益（評
価益を含みます。）等の全額を分配対象額と
し、分配金額は、基準価額水準、市況動向等を
勘案して委託会社が決定します。ただし、分
配対象収益が少額の場合には分配を行わない
ことがあります。 

※当ファンドは、課税上、株式投資信託として取り扱われます。 
※ 公募株式投資信託は税法上、「NISA（少額投資非課税制度）およびジュ

ニアNISA（未成年者少額投資非課税制度）」の適用対象です。 
詳しくは販売会社にお問い合わせください。 

 

252034 

当ファンドの仕組みは次の通りです。 
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日本経済再生戦略株式ファンド

本資料 の表記にあたって  

・原則として、各表の数量、金額の単位未満は切捨て、比率は四捨五入で表記しておりますので、表中の個々の数字の合
計が合計欄の値とは一致しないことがあります。ただし、単位未満の数値については小数を表記する場合があります。 

・－印は組入れまたは売買がないことを示しています。 

 

○最近10期の運用実績 
 

決 算 期 
基 準 価 額 

（ 参 考 指 数 ） 
ＪＰＸ日経インデックス４００ 株   式 

組 入 比 率 
株   式 
先 物 比 率 

純 資 産 
総 額 

(分配落) 
税 込 み 
分 配 金 

期 中 
騰 落 率 

 
期 中 
騰 落 率 

 円 円 ％  ％ ％ ％ 百万円 

12期(2017年６月20日) 10,213 600 6.5 14,382.03 2.8 98.3 － 4,371 

13期(2017年９月20日) 10,514 700 9.8 14,755.51 2.6 98.4 － 3,785 

14期(2017年12月20日) 10,851 1,300 15.6 16,140.42 9.4 98.9 － 3,667 

15期(2018年３月20日) 10,430 0 △ 3.9 15,173.90 △ 6.0 96.1 － 4,061 

16期(2018年６月20日) 10,457 300 3.1 15,524.17 2.3 93.8 － 4,048 

17期(2018年９月20日) 10,422 0 △ 0.3 15,847.97 2.1 98.6 － 4,236 

18期(2018年12月20日) 8,237 0 △21.0 13,476.79 △15.0 97.4 － 3,358 

19期(2019年３月20日) 8,731 0 6.0 14,364.97 6.6 98.4 － 3,485 

20期(2019年６月20日) 8,529 0 △ 2.3 13,899.79 △ 3.2 97.5 － 3,132 

21期(2019年９月20日) 8,817 0 3.4 14,439.66 3.9 97.6 － 3,065 
 

（注） 基準価額の騰落率は分配金込み。 

（注） 基準価額動向の理解に資するため、参考指数を掲載しておりますが、当ファンドのベンチマークではありません。 

（注） ＪＰＸ日経インデックス４００とは、東京証券取引所の第一部、第二部、マザーズ、ＪＡＳＤＡＱを主たる市場とする普通株式等の中

から時価総額、売買代金、ＲＯＥ等を基に原則400銘柄を選定し算出される株価指数です。「ＪＰＸ日経インデックス４００」は、株式

会社日本取引所グループおよび株式会社東京証券取引所（以下、総称して「ＪＰＸグループ」といいます。）と株式会社日本経済新聞社

（以下、「日本経済新聞社」といいます。）によって独自に開発された手法によって算出される著作物であり、ＪＰＸグループと日本経済

新聞社は、「ＪＰＸ日経インデックス４００」自体および「ＪＰＸ日経インデックス４００」を算定する手法に対して、著作権その他一

切の知的財産権を有しています。「ＪＰＸ日経インデックス４００」を示す標章に関する商標権その他の知的財産権は、すべてＪＰＸ

グループと日本経済新聞社に帰属しています。ファンドは、委託会社等の責任のもとで運用されるものであり、ＪＰＸグループと日本

経済新聞社は、その運用およびファンドの取引に関して、一切の責任を負いません。ＪＰＸグループと日本経済新聞社は、「ＪＰＸ日経

インデックス４００」を継続的に公表する義務を負うものではなく、公表の誤謬、遅延または中断に関して、責任を負いません。ＪＰＸ

グループと日本経済新聞社は、「ＪＰＸ日経インデックス４００」の構成銘柄、計算方法、その他「ＪＰＸ日経インデックス４００」の

内容を変える権利および公表を停止する権利を有しています。 

（注） 当ファンドは親投資信託を組み入れますので、「株式組入比率」、「株式先物比率」は実質比率を記載しております。 

（注） 「株式先物比率」は買建比率－売建比率。 
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日本経済再生戦略株式ファンド

○当作成期中の基準価額と市況等の推移 

決 算 期 年 月 日 
基 準 価 額 

（ 参 考 指 数 ） 
ＪＰＸ日経インデックス４００ 株   式 

組 入 比 率 
株   式 
先 物 比 率 

 騰 落 率  騰 落 率 

第20期 

(期  首) 円 ％  ％ ％ ％ 

2019年３月20日 8,731 － 14,364.97 － 98.4 － 

３月末 8,802 0.8 14,176.82 △1.3 97.9 － 

４月末 9,057 3.7 14,390.83 0.2 98.0 － 

５月末 8,231 △5.7 13,461.64 △6.3 98.3 － 

(期  末)       

2019年６月20日 8,529 △2.3 13,899.79 △3.2 97.5 － 

第21期 

(期  首)       

2019年６月20日 8,529 － 13,899.79 － 97.5 － 

６月末 8,471 △0.7 13,823.66 △0.5 97.2 － 

７月末 8,680 1.8 13,921.46 0.2 97.6 － 

８月末 8,340 △2.2 13,493.48 △2.9 97.0 － 

(期  末)       

2019年９月20日 8,817 3.4 14,439.66 3.9 97.6 － 
 

（注） 騰落率は期首比。 

（注） 当ファンドは親投資信託を組み入れますので、「株式組入比率」、「株式先物比率」は実質比率を記載しております。 

（注） 「株式先物比率」は買建比率－売建比率。 
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日本経済再生戦略株式ファンド

運用経過
第20期～第21期：2019年３月21日～2019年９月20日

当作成期中の基準価額等の推移について

基準価額等の推移
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参考指数：左目盛

基準価額：左目盛

純資産総額：右目盛

第 20 期 首 8,731円
第 21 期 末 8,817円
既払分配金 0円
騰 落 率 1.0％

※分配金再投資基準価額は、分配金が支払われた場合、収益分配金
（税込み）を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、
ファンドの運用の実質的なパフォーマンスを示すものです。
※実際のファンドにおいては、分配金を再投資するかどうかについ
ては、受益者のみなさまがご利用のコースにより異なります。ま
た、ファンドの購入価額により課税条件も異なります。従って、
各個人の受益者のみなさまの損益の状況を示すものではない点に
ご留意ください。

日本経済再生戦略株式ファンド
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日本経済再生戦略株式ファンド

基準価額は当作成期首に比べ1.0％の上昇となりました。
基準価額の動き

基準価額の主な変動要因

米中貿易問題への過度な懸念が後退したことや、米連邦準備制度
理事会（ＦＲＢ）に続く欧州中央銀行（ＥＣＢ）の金融緩和政策
などを受けて、国内企業への過度な業績不安が後退したことなど
から国内株式市況が上昇したことが、基準価額の上昇要因となり
ました。

上昇要因

米中通商交渉において再度先行き不透明感が台頭し、米中貿易問
題が深刻化すれば国内企業の業績不安が高まることなどを懸念し
て国内株式市況が一時的に下落したことが、基準価額の一時的な
下落要因となりました。

下落要因

銘柄要因
上位５銘柄・・・第一三共、エムスリー、エレコム、任天堂、ローム
下位５銘柄・・・三菱商事、太陽誘電、エーザイ、ＦＵＪＩ、昭和電工

日本経済再生戦略株式ファンド
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日本経済再生戦略株式ファンド

第20期～第21期：2019年３月21日～2019年９月20日

投資環境について

国内株式市況
国内株式市況は、当作成期を通じてみる
と一進一退で推移しました。
当作成期首から2019年８月下旬にかけて
は、一時は楽観視されていた米中通商交
渉において再度先行き不透明感が台頭し、
米中貿易問題が深刻化すれば国内企業の
業績不安が高まることなどから下落しま
した。

９月上旬から当作成期末にかけては、ド
イツの財政出動への期待が高まったこと
や、米中貿易問題への過度な懸念が後退
したこと、ＥＣＢの金融緩和政策などを
受けて、国内企業への過度な業績不安が
後退したことなどから、国内株式市況は
上昇しました。

当該投資信託のポートフォリオについて

日本経済再生戦略株式ファンド
当ファンドは日本経済再生戦略株式マ
ザーファンド受益証券を通じてわが国の
株式に実質的に投資しております。株式
の実質組入比率は高位を維持しました。

日本経済再生戦略株式マザーファンド
銘柄選定にあたっては、企業業績や株価
指標等の定量分析に加え、自己資本利益
率（ＲＯＥ）向上に向けた経営方針等の
定性要因を勘案しました。

組入銘柄数は、概ね60銘柄前後で推移さ
せました。半導体パッケージの成長が期
待される新光電気工業や自動車向け組み
込み系ソフトの堅調な需要拡大が予想さ
れる富士ソフトなど、14銘柄を新規に組
み入れました。一方で、バリュエーショ
ン、業績動向などを勘案し、ダイワボウ
ホールディングス、小松製作所など、17
銘柄を全株売却しました。

日本経済再生戦略株式ファンド
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日本経済再生戦略株式ファンド

第20期～第21期：2019/３/21～2019/９/20

当該投資信託のベンチマークとの差異について
当ファンドは運用の目標となるベンチマークを設けてお
りません。右記のグラフは当ファンド（ベビーファン
ド）の基準価額と参考指数の騰落率との対比です。
参考指数はＪＰＸ日経インデックス４００です。

－4.0
－3.0
－2.0
－1.0
0.0
1.0
2.0
3.0
4.0
5.0
（％）

第21期
2019/６/20 ～
2019/９/20

第20期
2019/３/20 ～
2019/６/20

ファンド
参考指数

基準価額と参考指数の対比（騰落率）

分配金について
収益分配金につきましては、基準価額水準、市況動向、分配対象額の水準等を勘案し、次表の通
りとさせていただきました。収益分配に充てなかった利益（留保益）につきましては、信託財産
中に留保し、運用の基本方針に基づいて運用します。

分配原資の内訳 （単位：円、１万口当たり、税込み）

項　目 第20期
2019年３月21日～2019年６月20日

第21期
2019年６月21日～2019年９月20日

当期分配金（対基準価額比率） －（－％） －（－％）

当期の収益 － －

当期の収益以外 － －

翌期繰越分配対象額 944 953

（注）対基準価額比率は当期分配金（税込み）の期末基
準価額（分配金込み）に対する比率であり、ファ
ンドの収益率とは異なります。

（注）当期の収益、当期の収益以外は小数点以下切捨て
で算出しているため合計が当期分配金と一致しな
い場合があります。

日本経済再生戦略株式ファンド
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日本経済再生戦略株式ファンド

今後の運用方針（作成対象期間末での見解です。）

日本経済再生戦略株式ファンド
今後も日本経済再生戦略株式マザーファ
ンド受益証券を高位に組み入れる方針で
す。

日本経済再生戦略株式マザーファンド
株式の組入比率は、引き続き高位の水準
を維持する方針です。
日本経済再生に向けた各種の動きや各企
業の取り組みを見据え、将来の利益成長
期待の大きさと株価指標面での割安感の
大きさが両立する銘柄を積極的に発掘す
ることにより、ファンドパフォーマンス
の向上に努めます。
国内株式市況は、中期的には堅調に推移
すると予想しています。世界各国のイン
フレ率が落ち着いた水準にあるなか、主
要国はこぞって金融政策を緩和方向へシ
フトしています。世界的な低インフレ・
低金利は、各国の株式市況を下支えする
と同時に、消費・投資など内需の底堅い
推移に寄与するとみられます。特に日本
の内需については、消費税増税に対応し
た景気対策が下支えする見通しであるこ
とに加え、2020年７月からの東京五輪を
控えて、訪日外国人数とインバウンド消
費の拡大が期待されます。この様な背景
から、2019年度の企業業績は堅調に推移
すると想定し、綿密に企業業績を確認し

ながら銘柄選択を行っていく方針です。

日本経済再生戦略株式ファンド
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日本経済再生戦略株式ファンド

2019年３月21日～2019年９月20日

１万口当たりの費用明細

項目
第20期～第21期

項目の概要
金額（円） 比率（％）

(ａ)信 託 報 酬 72 0.841 (ａ)信託報酬＝作成期中の平均基準価額×信託報酬率×（作成期中の日数÷年間日数）

( 投 信 会 社 ) (35) (0.410) ファンドの運用・調査、受託会社への運用指図、基準価額の算出、目論見書等の作成等の対価
( 販 売 会 社 ) (35) (0.410) 交付運用報告書等各種書類の送付、顧客口座の管理、購入後の情報提供等の対価
( 受 託 会 社 ) (2) (0.022) ファンドの財産の保管および管理、委託会社からの運用指図の実行等の対価

(ｂ)売買委託手数料 8 0.093 (ｂ)売買委託手数料＝作成期中の売買委託手数料÷作成期中の平均受益権口数
有価証券等の売買時に取引した証券会社等に支払われる手数料

( 株 式 ) (8) (0.093)

(ｃ)そ の 他 費 用 0 0.002 (ｃ)その他費用＝作成期中のその他費用÷作成期中の平均受益権口数

( 監 査 費 用 ) (0) (0.002) ファンドの決算時等に監査法人から監査を受けるための費用
( そ の 他 ) (0) (0.000) 信託事務の処理等に要するその他諸費用

合　　計 80 0.936

作成期中の平均基準価額は、8,575円です。

（注）作成期間の費用（消費税等のかかるものは消費税
等を含む）は、追加・解約により受益権口数に変
動があるため、簡便法により算出した結果です。

（注）各金額は項目ごとに円未満は四捨五入してありま
す。

（注）売買委託手数料およびその他費用は、このファン
ドが組み入れている親投資信託が支払った金額の
うち、当ファンドに対応するものを含みます。

（注）各比率は１万口当たりのそれぞれの費用金額（円
未満の端数を含む）を作成期間の平均基準価額で
除して100を乗じたもので、項目ごとに小数第３
位未満は四捨五入してあります。

日本経済再生戦略株式ファンド

― 8 ―

02_コメント-費用-TER_10pt_789409.indd   802_コメント-費用-TER_10pt_789409.indd   8 2019/11/01   10:18:292019/11/01   10:18:29



4

日本経済再生戦略株式ファンド

（参考情報）
■総経費率
当作成対象期間の運用・管理にかかった費用の総額（原則として、募集手数料、売買委託手数
料及び有価証券取引税を除く。）を作成期中の平均受益権口数に作成期中の平均基準価額（１
口当たり）を乗じた数で除した総経費率（年率）は1.67％です。

運用管理費用（受託会社）
0.04％

その他費用
0.00％

運用管理費用（販売会社）
0.81％

運用管理費用（投信会社）
0.81％

総経費率
1.67％

（注）費用は、１万口当たりの費用明細において用いた
簡便法により算出したものです。

（注）各費用は、原則として、募集手数料、売買委託手
数料及び有価証券取引税を含みません。

（注）各比率は、年率換算した値です。
（注）前記の前提条件で算出したものです。このため、

これらの値はあくまでも参考であり、実際に発生
した費用の比率とは異なります。

日本経済再生戦略株式ファンド
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日本経済再生戦略株式ファンド

○売買及び取引の状況 (2019年３月21日～2019年９月20日) 

 

銘 柄 
第20期～第21期 

設 定 解 約 
口 数 金 額 口 数 金 額 

 千口 千円 千口 千円 
日本経済再生戦略株式マザーファンド 26,452 45,850 293,488 509,734 

 
 
 

○株式売買比率 (2019年３月21日～2019年９月20日) 

 

項 目 
第20期～第21期 

日本経済再生戦略株式マザーファンド 

(a) 当作成期中の株式売買金額 3,878,390千円 
(b) 当作成期中の平均組入株式時価総額 3,122,163千円 

(c) 売買高比率（a）／（b） 1.24   
 

（注） (b)は各月末現在の組入株式時価総額の平均。 

 

○利害関係人との取引状況等 (2019年３月21日～2019年９月20日) 

 

＜日本経済再生戦略株式ファンド＞ 

 該当事項はございません。 

 

＜日本経済再生戦略株式マザーファンド＞ 

区       分 

第20期～第21期 

買付額等 
Ａ 

  
売付額等 

Ｃ 

  

うち利害関係人
との取引状況Ｂ 

Ｂ
Ａ

 

うち利害関係人
との取引状況Ｄ 

Ｄ
Ｃ

 

 百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％ 
株式 1,712 279 16.3 2,165 458 21.2 

平均保有割合 100.0%       
 
※平均保有割合とは、親投資信託の残存口数の合計に対する当該ベビーファンドの親投資信託所有口数の割合。 

 

  

親投資信託受益証券の設定、解約状況 

利害関係人との取引状況 
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日本経済再生戦略株式ファンド

 

＜日本経済再生戦略株式マザーファンド＞ 

種       類 
第20期～第21期 

買 付 額 売 付 額 第21期末保有額 

 百万円 百万円 百万円 
株式 44 18 91 

 
 
 

 

項 目 第20期～第21期 
売買委託手数料総額（A） 2,942千円 
うち利害関係人への支払額（B） 566千円 

（B）／（A） 19.3％   
 

（注） 売買委託手数料総額は、このファンドが組み入れている親投資信託が支払った金額のうち、当ファンドに対応するものです。 
 

利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第1項に規定される利害関係人であり、当ファンドに係る利害関係人とは三菱
ＵＦＪモルガン・スタンレー証券、三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ、モルガン・スタンレーＭＵＦＧ証券です。 

 

○組入資産の明細 (2019年９月20日現在) 

 

銘 柄 
第19期末 第21期末 

口 数 口 数 評 価 額 

 千口 千口 千円 

日本経済再生戦略株式マザーファンド 1,977,311 1,710,275 3,061,563 
 
 
 

○投資信託財産の構成 (2019年９月20日現在) 

項 目 
第21期末 

評 価 額 比 率 

 千円 ％ 

日本経済再生戦略株式マザーファンド 3,061,563 99.2 

コール・ローン等、その他 24,388 0.8 

投資信託財産総額 3,085,951 100.0 
 
 
 

  

利害関係人の発行する有価証券等 

親投資信託残高 
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日本経済再生戦略株式ファンド

○資産、負債、元本及び基準価額の状況 

項 目 
第20期末 第21期末 

2019年６月20日現在 2019年９月20日現在 

  円 円 

(A) 資産 3,158,417,988   3,085,951,547   

 コール・ローン等 21,158,417   19,997,875   

 日本経済再生戦略株式マザーファンド(評価額) 3,124,742,012   3,061,563,630   

 未収入金 12,517,559   4,390,042   

(B) 負債 26,191,402   20,731,142   

 未払解約金 12,220,074   8,015,182   

 未払信託報酬 13,945,954   12,692,879   

 未払利息 44   32   

 その他未払費用 25,330   23,049   

(C) 純資産総額(Ａ－Ｂ) 3,132,226,586   3,065,220,405   

 元本 3,672,439,231   3,476,325,306   

 次期繰越損益金 △  540,212,645   △  411,104,901   

(D) 受益権総口数 3,672,439,231口 3,476,325,306口 

 １万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 8,529円 8,817円 
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日本経済再生戦略株式ファンド

○損益の状況 

項 目 
第20期 第21期 

2019年３月21日～ 
2019年６月20日 

2019年６月21日～ 
2019年９月20日 

  円 円 

(A) 配当等収益 △      2,566   △      2,053   

 受取利息 2   10   

 支払利息 △      2,568   △      2,063   

(B) 有価証券売買損益 △ 61,515,711   112,347,867   

 売買益 9,848,727   116,421,139   

 売買損 △ 71,364,438   △  4,073,272   

(C) 信託報酬等 △ 13,971,284   △ 12,715,947   

(D) 当期損益金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) △ 75,489,561   99,629,867   

(E) 前期繰越損益金 △486,614,871   △526,676,957   

(F) 追加信託差損益金 21,891,787   15,942,189   

 (配当等相当額) (  188,326,454)  (  179,791,472)  

 (売買損益相当額) (△166,434,667)  (△163,849,283)  

(G) 計(Ｄ＋Ｅ＋Ｆ) △540,212,645   △411,104,901   

(H) 収益分配金 0   0   

 次期繰越損益金(Ｇ＋Ｈ) △540,212,645   △411,104,901   

 追加信託差損益金 21,891,787   15,942,189   

 (配当等相当額) (  188,466,203)  (  179,795,734)  

 (売買損益相当額) (△166,574,416)  (△163,853,545)  

 分配準備積立金 158,541,245   151,695,256   

 繰越損益金 △720,645,677   △578,742,346   
 

（注） (B)有価証券売買損益は各期末の評価換えによるものを含みます。 
（注） (C)信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含めて表示しています。 
（注） (F)追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設定の際、追加設定をした価額から元本を差し引いた差額分をいいます。 
 
＜注記事項＞ 
①作成期首（前作成期末）元本額 3,991,718,058円 
作成期中追加設定元本額 113,910,824円 
作成期中一部解約元本額 629,303,576円 
また、１口当たり純資産額は、作成期末0.8817円です。 

②純資産総額が元本額を下回っており、その差額は411,104,901円です。 
③分配金の計算過程 

項 目 
2019年３月21日～ 
2019年６月20日 

2019年６月21日～ 
2019年９月20日 

費用控除後の配当等収益額 15,922,181円 2,517,892円 

費用控除後・繰越欠損金補填後の有価証券売買等損益額 －円 －円 

収益調整金額 188,466,203円 179,795,734円 

分配準備積立金額 142,619,064円 149,177,364円 

当ファンドの分配対象収益額 347,007,448円 331,490,990円 

１万口当たり収益分配対象額 944円 953円 

１万口当たり分配金額 －円 －円 

収益分配金金額 －円 －円 

 

＊三菱ＵＦＪ国際投信では本資料のほかに当ファンドに関する情報等の開示を行っている場合があります。詳しくは、取り扱い販売会社に

お問い合わせいただくか、当社ホームページ（https://www.am.mufg.jp/）をご覧ください。 
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